






別記様式第１号（第５の１、第５の５関係） 

 

番     号 

年  月  日 

 

鹿児島県知事  殿 

 

申請者 住所              

    氏名              

 

 

（元号） 年度加工・業務用園芸産地確立事業実施計画の（変更）承認申請書 

 

 加工・業務用園芸産地確立事業実施要領第５の１（第５の５）規定に基づき、下記のとおり実施（変更）

したいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 関係書類 

(1) 事業実施計画書（別記様式第２号） 

 

(2) 添付書類 

ア 計画書の根拠となる資料 

イ 消費税課税事業者届出書 

※ 変更承認申請の場合、イは添付不要。 



別記様式第２号（第５の１、第５の５、第８関係）

市町村名

（元号）　年度

加工・業務用園芸産地確立事業

実施計画書（兼実施状況報告書）

事業実施主体名

品目名



１　事業の目的・効果
(1) 事業の目的

※本事業をどのように活用し、どのような姿を目指すのか具体的に記載する。

(2) 事業により期待される効果

２　事業計画
(1) 実需者ニーズに対応した栽培技術の確立
　 ア　生産・流通体系の構築に向けた取組

（ア）新規作型、品種の導入

（イ）生産コストの低減

（ウ）流通コストの低減

　 イ　作型安定技術の導入に向けた取組
（ア）土層改良・排水対策

（イ）病害虫防除・連作障害回避対策

（ウ）地温安定・保水・風害対策

（エ）土壌改良資材施用

(2) 契約取引の推進

備考

月

時期 内容

時期 内容 備考

月

月

時期 内容 備考

月

月

月

時期 内容 備考

時期 内容 備考

月

月

時期 内容 備考

月

月

月

月

時期 内容

月

月

内容 備考

月

時期

月

備考



３　事業費及び負担区分 単位：円

４ 事業着手（予定）年月日 （元号）　年　月　日

５ 事業完了（予定）年月日 （元号）　年　月　日

６　成果目標

(注1)現状は事業実施年度の前年度、目標は事業実施年度の翌々年度とする。
(注2)増減、達成率の数値は、小数点第２位を四捨五入すること。
(注3)成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。
(注4)実績、増減、達成率及び事業実施主体の評価は、事業実施状況の報告時に記載する。
(注5)達成率は、（実績－現状）／（目標－現状）で算出する。

７　添付資料
(1) 事業費の積算内訳が分かる資料 (2) 機械・機器を導入する場合は、見積書やカタログ
(3) 組合の規約（法人の場合は定款の写し） (4) 構成員名簿（氏名・住所など）
(5) 消費税課税事業者届出書 (6) その他知事が必要と認める資料

単位 （③） 単位
うち加工・業務用

単位

区分 市町村費
（B）

その他
（C）

契約取引の推進

負担区分総事業費
（A）+（B）+

（C）

補助事業に要
する（した）

経費
（A）+（B）

県費
（A）

実需者ニーズに対応した栽培技術の確立

年度
全出荷量

計

うち加工・業務用

（①） 単位
成果目標

実績（　　年度）

年度
全出荷量

現状（　　年度） 目標（　　年度）

年度
全出荷量 うち加工・業務用

単位 （②） 単位

加工・業務用出荷量の
10％以上増加 事業実施主体の評価

増減
（％）

③÷①

達成率
（％）

（③－①）÷（②－①）

備考



別記様式第３号（第５の４、第５の５関係） 

 

番     号 

年  月  日 

 

   殿 

 

鹿児島県知事  

     

 

（元号） 年度加工・業務用園芸産地確立事業実施計画の（変更）承認について 

 

 （元号） 年 月 日付けで申請のあった加工・業務用園芸産地確立事業実施計画書について、加工・業

務用園芸産地確立事業実施要領５の４（第５の５）の規定に基づき、承認します。 



 

 

消費税課税事業者届出書 

 

 

  年  月  日 

 

 

鹿児島県知事 殿 

 

 

                    住  所 

                    氏  名 

 

 

 （元号） 年度加工・業務用園芸産地確立事業事業の実施にあたり、消費税法上の納税義務について、

下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

 

 

          納   税   区   分   で あ る  予定である 

 １ 免税事業者   

 

 

 

 ２ 課税事業者 

 

 

 

（１）簡易課税制度選択者   

（２）特定収入割合５％超   

（３）特定収入割合５％以下   

（４）課税売上割合９５％未満   

   ①個別対応方式   

    ②一括比例配分方式   

（５）課税売上割合９５％以上   

 

（注１） である者は、該当欄に○印を記入する。 

（注２）  予定である者は、該当欄に確定予定の時期を記入する。 

（注３） ２の（２）及び（３）については、以下の者のみ記入する。 

    ・地方公共団体の特別会計 

    ・消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法人など） 

    ・人格のない社団（農業者で構成する任意団体など）及び財団等 


